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 Ⅰ．「地方ブロック公共交通・地域交通環境計画」策定の経緯 
 
「地方ブロック公共交通・地域交通環境計画」は、各種運輸事業法の規制

緩和後、各地の公共交通サービスが地域の利用者の期待に応えつつ社会的な

使命を発揮できるよう支援していくために、地域のニーズをきめ細かく把握

し、それへの最適な改善手法や支援措置を提供し、関係者のコンセンサス形

成を支援する新たな運輸行政モデルの構築が急務であるという問題意識の下、

その具体的な運輸行政モデルの構築を求めて、従来、地方交通審議会で策定

していた都道府県毎の地域交通計画に替わり、策定することにしたもの。 
平成１５年３月、中国運輸局長より、中国地方交通審議会に対し「２１世

紀初頭の公共交通サービスと観光振興のあり方について」の諮問を行い、そ

の後、同審議会に、公共交通・バリアフリー・観光・環境と４つの専門委員

会を設置、審議がなされてきており、今般、同審議会から答申をいただく運

びとなった。 
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 Ⅱ．答申の内容 
 
１．対象地域及び構成 

 
中国地方５県全域とする。 
構成は公共交通と観光振興の２編から成る。 
なお、公共交通政策施策指針を取りまとめるにあたっては、地域のニーズ 

をきめ細かく把握するため、１）中山間地域、２）島しょ部、３）地方都市、

４）中枢・拠点都市の４つの地域に分けて課題を把握・整理し、施策体系を

まとめている。 
４つの地域は具体的な地域や自治体を念頭に設定しているわけではなく、

公共交通に係る諸問題を考える際、そうした問題を整理するのにあたって適

切な分類方法として設定しているもの。そのため、例えば大都市の近郊にお

ける交通施策例であっても、当該施策例が地方都市や中山間地域に係る施策

としても整理される等の場合がある。 
 
 
２．今後の施策の前提となる中国地方の経済社会環境 
 
公共交通サービス 
 高度経済成長期以降のモータリゼーションの進展、それに伴う駅等を中心

とする既存の中心市街地の空洞化に加えて、中国地方は以下の課題に直面。 
 
①人口減少と高齢化の進展～深刻な中山間地域等における対応が急務 
 中国５県においては、２０００年（平成１２年）度に５県揃って人口が減

少に転じるなど、全国の他地域に比べ早期に人口減少時代に入っている。 
また、高齢化の進展も全国水準以上に進んでおり、２０１０年（平成２２

年）度には、高齢化率が２５％を越え、４人に１人が６５歳以上となる超高

齢社会に突入。 
特に、中山間地域と島しょ部における人口減少と高齢化は深刻で、２００

０年（平成１２年）から２０１５年（平成２７年）までの１５年間で２０％

以上の人口減少が見込まれるほか、２０１５年（平成２７年）には、これら

の地域を中心に高齢化率が４０％以上（地域によっては５０％以上）の超高

齢化社会が出現する見込み。 
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②自治体財政の悪化と市町村合併の進展 
  ～シビル・ミニマムと広域交通体系の見直し 
 地方バスに対する国庫補助金交付額が減少傾向にある中で、国の補助制度

によるナショナル・ミニマムでは満足できない自治体は、より高いレベルの

シビル・ミニマムを確保するため、地方単独の財政的な支援措置を講じてき

た。 
 しかし、中国地方の自治体は、大都市も含めそのほとんどで財政の状況が

厳しくなっており、大きな負担を伴う従来のシビル・ミニマムを維持するこ

とは困難。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 他方、中国地方のほとんどの自治体は、合併に向けた法定協議会に参加し

ており、現在の法定協議会の枠組みに沿って合併が進む場合には、中国地方

資料：国勢調査、市町村の将来人口（（財）日本統計協会） 

人口推移 

資料：市町村の将来人口（（財）日本統計協会） 

将来の高齢化率 
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資料：「市町村財政概況（広島県市町村税財政室）」 
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 の市町村数は現在の半数以下になる見込み。 
 広域合併後の新市町では、その中心部に向けた新たな生活交通流が形成、

広域的な交通体系の見直しが求められると予想。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③都市の活力の低下～求められる中心市街地・都心部の再活性化 
 中国地方の多くの都市では、中心市街地の空洞化が深刻な問題となってお

り、拠点となる駅の乗降客は軒並み減少してきているほか、大都市の中心商

業エリアの集客力にも陰り。 
 中国地方の各都市において、都市政策や商業振興政策を一体的に進めて中

心市街地や都心部の商店街に人の流れを呼び戻そうとしているが、こうした

中、一連の中心市街地活性化施策等と公共交通の利用促進策との連携を強化

することの要請。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

市町村合併の動向 

中国地方における市町村合併の状況 

平成 16 年 3 月末見込み 

平成16 年 3 月 5 日現在 
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 観光振興  
 政府は、２０１０年に訪日外国人旅行者数を１０００万人に倍増させるこ

とを目標にする等「観光立国」を目指して観光振興策を強化。 
 こうした中、中国地方では以下の課題に直面。 
 
①中国山地は観光イメージの希薄地帯 
 主要観光地のほとんどが沿岸部に偏在しており、中国地方の大部分を占め

る「中国山地」は、ランドマークとなる山、湖沼や大規模な温泉群がないこ

とも影響し、観光イメージの希薄地帯。 
 中国山地に見所を求めない観光客が山陰と山陽の魅力を同時に味わおうと

すると、距離の割には時間を要する中国山地越えが観光の効率を下げるため、

大手旅行会社の主催旅行のコースを見ても、陰陽にまたがるものは少ない。 
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（注）首都圏からの６コース（ＪＴＢ、日本旅行、阪急交通社の
　　　各上位２コース）のルートを地図上に図示した

○主要観光地は宍道湖周辺地区、萩・津
　　和野地区、宮島地区である。

○山陰、山陽一体型は広島湾岸と山口　
　　県の組み合わせ。
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管内の主要観光コース首都圏発
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 ②生かし切れていない瀬戸内海の観光魅力 
 瀬戸内海離島は滞在型の観光地としての潜在能力を持っているが、環瀬戸

内海周遊コースのほとんどは、本四架橋を経由してマイカー、レンタカー、

観光バスで幾つかの観光地に立ち寄る「通過型」で、現状において瀬戸内海

離島は景色又は通過地点の位置付けに過ぎない。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③面積、経済規模に比べて低い中国地方の観光入込み 
 観光入込み客数において中国地方の全国シェアは約４％程度と推測。 
 これは当地方の国土面積シェア（約８％）、人口シェア（約６％）、生産額

シェア（約６％）に比べて低く、観光資源が有効に活用されていないことを

示している。 
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 ３．答申の要点と今後中国地方で進められるべき施策との関係の例示 
  

公共交通サービス 
  
＜各地域に共通な横断的事項＞ 
①シームレスな交通ネットワークを目指して 

  （答申の要点） 
交通機関相互のソフト・ハード両面にわたる連携の強化等により、交通ネ 

ットワークにおける乗継ぎのスムーズ化、フリーパスの導入等による料金面

での乗り継ぎ利便性の向上等が図られる必要。 
→（今後中国地方で進められるべき施策） 
例えば、今後、JR 山陽本線とアストラムラインの結節新駅の設置の検討や、 

広島都市圏・岡山都市圏における鉄軌道・バス等複数交通機関共通の IC カー

ドについての、広域的な相互利用化も念頭に置いた検討が考えられる。 
 
 ②人にやさしい交通サービスを目指して 
  （答申の要点） 

ユニバーサルデザインの考え方に根ざしたハード面の旅客施設等整備や心

のバリアフリー等ソフト面でのバリアフリー化の充実、STS（スペシャル・ト

ランスポート・サービス）の効率化、生活支援サービス等のニューサービス

提供に向けた連携等が図られる必要。 
 →（今後中国地方で進められるべき施策） 
  例えば、広島電鉄平良駅における鉄道とバスの発着ホーム一元化の推進や、

公共交通バリアフリー支援ボランティアの制度化に向けた取り組みが考えら

れる。 
【広島電鉄平良駅整備計画イメージ】 
                             
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ノンステップバス　　 ＬＲＴ

鉄道とバスの乗継ぎイメージ
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 ③まちづくりと連携して地域の交通を活性化 
  （答申の要点） 
  中心市街地活性化策との連携、市町村合併等を契機とした交通体系の見直

し等が図られる必要。 
 →（今後中国地方で進められるべき施策） 

例えば、備前市での市町村合併等に伴い廃止されるバス路線の代替路線計

画作りにおける交通計画策定支援システム（ComPASS）の活用、サンデン交

通と下関大丸が協力して行っている割引バスカード「むさし」のような公共

交通機関への利用転換を促進する取り組みが考えられる。 
 
④地域や NPO等と連携して地域の目を公共交通に 

  （答申の要点） 
  地域住民・NPO 等と連携した調査や事業等の実施、住民のニーズに応じた

地域交通計画の策定に向けた取り組み、交通事業者と地域と行政が一体とな

った生活交通の確保方策の検討の枠組みの構築、沿線地域と一体となった地

方鉄道の利用促進策、地元自治体等と企業等との連携によるマイカー抑制策

の実施等が図られる必要。 
 →（今後中国地方で進められるべき施策） 

～　「公共交通バリアフリー支援ボランティア」制度化の効果・目的　～

「公共交通バリアフリー支援ボランティア」による交通バリアフリーの促進について

移動制約者を含む
一般利用者等

高齢者

学　生

一般利用者

外出機会の増加

公共交通利用理解促進

バリアフリー理解促進

効　果

地域トータル！

モード横断！

目　的

公共交通利用
　　　の促進

公共交通利用
　　　の促進

心のバリアフリー
　　　の促進

心のバリアフリー
　　　の促進

大学の看護教育課程
との連携

市民中心！
公共交通バリアフリー支援ボランティア活動

ＮＰＯ ＮＰＯ
市
民
団
体

市
民
団
体

大　　学 自治体 交通事業者

運輸局

NPOセンター
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   例えば、広島市安佐北区の交通空白団地における、住民参加型の乗合タク

シーの運行の取組み、ＪＲ山口線の利用者利便を向上させるための地域が一

体となった取り組みが考えられる。 
 
 ⑤交通の IT 化で効率的で使いやすいサービスに 

  （答申の要点） 
  IC カード共通乗車券の早期導入に向けた具体的検討、IT を活用した新たな

交通システムの導入の拡大、IT を活用した交通計画策定支援、IT を通じた公

共交通機関の運行情報等の提供等が図られる必要。 
 →（今後中国地方で進められるべき施策） 
  例えば、交通計画策定支援システム（ComPASS）や市町村営バスの標準管

理システム（ComMASS）の活用による市町村等の地域交通計画の策定や効

率的な市町村営バス運行の支援、乗継情報や運行情報等を誰でも車両やター

ミナルで簡単に見られるように提供する Moving-ｉシステムの充実や普及拡

大が考えられる。 
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 ⑥観光振興策と連携して地域の交通を活性化 
  （答申の要点） 
  生活需要と観光需要をともに取り込んだ生活路線の維持・活性化、公共交 
通を利用した観光ルートの情報提供、移動手段そのものの観光資源化による 
観光客の公共交通機関への呼び込み、公共交通機関の観光イベントとの連携 
等が図られる必要。 

 →（今後中国地方で進められるべき施策） 
   例えば、中瀬戸内海地域における生活交通である鉄道、航路、島内バスに係

る周遊券等の導入による観光ルート形成、中国ブロック観光サイトによる二次

交通情報の提供が考えられる。 
 
 ⑦環境にやさしい交通を目指して 
  （答申の要点） 
  低公害車の普及促進、モーダルシフトの推進、地域の手でマイカーから公 
共交通機関への利用転換等が図られる必要。 

 →（今後中国地方で進められるべき施策） 
  例えば、中国地方低公害車導入促進協議会の活用などによる啓発・情報提

供活動の充実や CNG スタンド等の整備促進による導入環境の整備等を通じ
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 た低公害車の普及促進、宇部地域において交通事業者と大型商業施設等が協力

して計画している、パーク・アンド・バスライドと買物バスサービス等を組

み合わせて、公共交通への利用転換を通じた環境負荷の軽減を目指した取り

組みが考えられる。 
【試乗展示車】 

燃料電池車（１台）、天然ガス自動車（１０台）、ハイブリッド自動車

（２台）、電気自動車（２台） 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



12

 ＜各地域における個別的事項＞ 
 ①中山間地域の交通 
 （答申の要点） 
 サービスの一元化をはじめ自家用車も含めた既存の車両等の有効活用、幹

線交通と域内交通の連携による効率的な交通体系の確立等が図られる必要。 
→（今後中国地方で進められるべき施策） 

  例えば、高齢化の進む広島県加計町における、高齢者の移動手段を確保す

るためのデマンドタクシー運行の取り組みが考えられる。 
 
 【デマンドタクシー（あなたく）】〔広島県加計町〕 

  

  
 ②島しょ部の交通 
 （答申の要点） 
 海上タクシーや公用船舶の多面的活用等による輸送の確保、効率化・合理

化等による持続可能な航路運営の確保、架橋整備等に伴う必要な航路の見直

しや陸上交通への円滑な転換、海陸両モードの接続の改善による島しょ部交

通のネットワーク化、利用者視点からのサービス改善等が図られる必要。 
→（今後中国地方で進められるべき施策） 

  例えば、Moving-ｉの活用による海陸相互の接続情報の提供内容の改善、山
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 口県東部地域における市町村合併を機にした航路再編等による効率経営の促

進と広域離島活性化策への取組みが考えられる。 
 
【Moving－ｉ】 

         

 

 
Ｍｏｖｉｎｇ－ｉネットワーク

事務局：中国運輸局　交通環境部

㈱ＮＴＴデータイーメディア・マネージメントシステム㈱

連　携

広島電鉄㈱
広島バス㈱
広島交通㈱

瀬戸内海汽船㈱
ＪＲ西日本㈱

㈱ＪＡＬ
㈱ＡＮＡ
・・・・・・
・・・・・・

交通事業者等

中国経済連合会
・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・

広島県・広島市

国土交通省

中国地方整備局港湾空港部
中国運輸局

 

                                   
 ③地方都市の交通 
 （答申の要点） 
 中継結節点としての「えき」の機能強化、地域の交流・にぎわいの拠点と

しての「えき」の再生、公共交通とマイカーや自転車とのアクセスの向上が

図られる必要。 
→（今後中国地方で進められるべき施策） 

  例えば、宇部地域において交通事業者と大型商業施設等が協力して計画し

ているパーク・アンド・バスライドと買物バスサービスを組み合わせた取り

組み、アストラムライン中筋駅への空港アクセスバス情報提供の拡大が考え

られる。 
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  ④中枢・拠点都市の交通 
 （答申の要点） 
 通勤・通学時に 10 分以上待たずに乗れて都心まで１時間以内に到達できる

ネットワークの実現等、交通結節点までを行きやすくするための取り組み、

交通結節点から都心への公共交通によるアクセスの速達性・利便性の向上、

都心部における回遊性・賑わいを創出する交通の取り組み、都市圏全体にお

ける計画的な交通体系の構築が図られる必要。 
→（今後中国地方で進められるべき施策） 

  例えば、広島市中心部でバスを利用する際の行き先案内の改善、路面電車

への低床車両導入（車両の大型化）への支援等によるＬＲＴを軸としたまち 
づくりの推進が考えられる。 
 
【広島市中心部におけるバスのりば案内】 

 
  
⑤都市間の交通 
 （答申の要点） 
 都市間の鉄道について所要時間の短縮、高速バス等による地方都市間のネ

ットワーク化、空港へのアクセス向上、旅客船による中国地方と四国・九州

地方の都市間移動、陸海空の交通の総合ネットワーク化が図られる必要があ
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 る。 
→（今後中国地方で進められるべき施策） 

  例えば、西瀬戸内海において、広島・別府・松山をトライアングルに結ぶ

クルーズルートに係る情報のブロック観光情報サイトへの掲載、ＪＲ宇野線、

瀬戸大橋線の部分複線化等による高速化事業が考えられる。 
 
  【西瀬戸内海周遊きっぷ】 
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 観光振興  
 
＜中国地方の観光資源と観光入込み＞ 
 （答申の要点） 
 瀬戸内海エリアと中山間地において新たな観光イメージと観光コースの形

成を図る必要がある。 
→（今後中国地方で進められるべき施策） 

  例えば、日本海沿岸、瀬戸内海沿岸において都市景観、観光施設等の改善、

訪日観光における「HIROSHIMA」の知名度を活用した周遊型の観光コース

の形成が考えられる。 
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 ＜中国地方の誘客対策＞ 
 （答申の要点） 
 海外主要市場ごとのブロック全体の戦略、ＩＴを活用した遠隔地市場への

情報発信、域内観光客への誘致対策を実施する必要がある。 
→（今後中国地方で進められるべき施策） 
 例えば、訪日観光における中国ブロックの観光戦略の策定、二次交通情報、

観光モデルコース情報等のコンテンツが入った内外観光市場に向けたブロッ

ク全体の観光情報サイトの創設が考えられる。 
 
＜受入地における観光円滑化対策＞ 
 （答申の要点） 
 受入サービス水準情報の周知、ホスピタリティの向上支援、外国人旅行者

に対するトラブル支援情報の提供、ボランティアガイド等の活性化、宿泊サ

ービスの外国人対応支援、市町村の外客受入努力への支援、二次交通サービ

スの改善を図る必要がある。 
→（今後中国地方で進められるべき施策） 
例えば、外客向け宿泊施設等の推奨基準の設定およびブロック観光情報サ

イトでの推奨施設等の情報発信、外客向け宿泊施設の職員等のためのブロッ

ク研修会の開催が考えられる。 

あり
56

なし
4

Ｎ＝６０

５回以下
66%

６～９回
11%

10回以上
23%

・会員の研修状況
 　定期的に研修会を実施し、会員のレベルアップを 図っている。
 　会員のみで行うほか、外部から講師を招いて行う場合も多い。

 
 

＜統計手法の改善＞ 
 （答申の要点） 
 観光政策を実施する上で必要不可欠な観光統計において、各都道府県の観

光統計基準を統一し、より実効性のある施策展開につなげる必要がある。 
→（今後中国地方で進められるべき施策） 
例えば、宿泊者数の月次データを基礎とした管内観光入り込み推移の把握



18

 が考えられる。 
 
＜中山間地及び瀬戸内海離島の観光活性化策＞ 
 （答申の要点） 
 中山間地、離島地域における個性の宣伝とホスピタリティのアピール、離

島と船旅の活用の必要がある。 
→（今後中国地方で進められるべき施策） 
例えば、観光カリスマ等観光有識者のアドバイザーとしての派遣、「海の駅」

のネットワークの拡大が考えられる。 
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＜推進体制の強化＞ 
 （答申の要点） 
 ブロック全体の観光振興を図るために設立された組織の機能強化、幅広い

人材の登用と人材の育成の必要がある。 
→（今後中国地方で進められるべき施策） 

  例えば、官民で構成する「中国地域観光戦略会議（仮称）」の設置、外航客

船誘致等のための「中国地方クルーズ振興協議会」の活動強化、「中国地方観

光白書」の作成、中国地方の観光カリスマ等の発掘と活用が考えられる。 
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 ※「今後中国地方で進められていくべき施策」については、答申に記載してい

る内容ではなく、答申の指し示す具体的施策の方向に沿ったプロジェクト

等として、現段階で中国運輸局が想定しているものである。 
 
 
４．「地方ブロック公共交通・地域交通環境計画」の位置付け 
本計画は、国の関係行政機関、地方自治体、交通事業者に加え、地域の住

民等が一体的、積極的に、２１世紀初頭の地域の公共交通サービスや観光振

興のあり方を模索して、実現していくための契機となることを願って示した

一つの施策指針というべきもの。 
構成として、中国地方における公共交通と観光をめぐる「現状と課題」を

できる限り細かく把握・整理した上で、これに対する施策については、中国

地方内を中心とする具体的な先進事例等を参考に、「具体的な施策の方向」と

して示すことで関係者の合意形成の第一段階となるよう配慮している。 

地域の個々の課題への具体的な改善方策については、本計画で示した施策

指針を参考として、地方公共団体等が中心となり、住民のコンセンサスづく

りを経て選択・実現していかなければならないものであるが、その際には、

改善方策の実現に向けて、本計画において示された共通の問題認識のもとに、

国の関係行政機関、地方自治体、交通関係事業者、さらに利用者である地域

住民・企業等による密接な連携が図られることが期待される。 
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 Ⅲ．答申を受けての中国運輸局のあり方やフォローアップについて 
 
１．答申を受けての中国運輸局のあり方 
中国運輸局としては、今後、本計画の内容を十分に踏まえて、運輸施策を

講じていく。そのため、例えば、各種補助や公共交通活性化総合プログラム

等の施策を実施するにあたって、当該施策が本計画のどの部分に該当するの

か等、本計画との関係を明らかにしながら、施策を講じていくこととする。 
また、従来から、毎年度末に次年度の運輸局の主要施策を発表していると

ころだが、その際も、本計画との関係を明らかにすることとする。 
 
※なお、今回の答申で対象としているのは、公共交通サービスと観光振興

であり、安全確保、防災、テロ等危機管理といったこれら施策の前提とな

る部分に係る施策については、答申の記述対象とはせず、これらの施策に

万全を期すことを前提にした上での「公共交通サービスと観光振興のあり

方」について記載している。そのため、上述の答申と運輸局の施策の関係

についても、運輸局の全施策について、答申との関係を明らかにするわけ

ではなく、あくまで、「公共交通サービスと観光振興のあり方」に係る施策

をその対象とする。 
 
 
２．計画のフォローアップ 
「地方ブロック公共交通・地域交通環境計画」の目標年次については、概

ね策定から１０年後とし、策定後は毎年１回、計画に盛り込まれた内容につ

いて、運輸局においてフォローアップを行う。 
フォローアップの結果については、計画策定に参加した事業者、都道府県

と自由闊達な意見交換を行うとともに、当該ブロックにおける交通関連施策

の現状と課題、国土交通省への要望活動等についてヒアリングを行った上で

とりまとめ、その結果を地方交通審議会に報告するとともに、ＨＰにアップ

する等により公表する。 
なお、経済・社会状況や交通需要の動向に応じて適宜、施策内容について

も再検討を加えていく。 


